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非常勤職員の日給が上がった

　***国家公務員の職場には全国で７万人の非常勤労働者が働いています。低賃金、雇用不安（多くに職場では３年で雇い止め）という深刻な問題を抱えています。東京国公加盟各組合もその労働条件改善に取り組んでいます。とりわけ全経済特許庁支部は、労働条件の改善を要求しつつ、労働組合への組織化に向けて精力的な運動を展開しています。そんな中、今春闘で非常勤職員の賃上げが勝ち取られました。以下は非常勤職員さんからの投稿です。***
　この４月に、非常勤職員の日給が改定され、引き上げられることが決定しました。
制度１（フルタイム期間業務職員）では、前年度の日給７，９８０円から２５０円上がり、８，２３０円になりました。「引きあがった日給２５０円（３・１３％）」をひと月２０日の出勤と仮定すると月５，０００円アップになります。期末・勤勉手当を外しても年間で６万円になります。
　今回の日給の引上げは、ここ何年か人事院勧告背景にあって、幅が大きかったと考えられます。この反映は「月末締めの翌月支払い」のために、５月に支払われる給与からになります。５年雇い止め問題が課題
一方で５年雇い止め問題
一方、今年３月には、「非常勤職員再採用」の方針により、事実上の５年雇い止めが行なわれたため、多くの非常勤職員が職場を去ることになりました。こうしたことから、現在でも非常勤職員を採用する予算があるのに採用できない、課・室も存在しているようです。
予定した非常勤職員が揃っていない課・室では、現在いる非常勤職員にしわ寄せがあるようです。非常勤職員の業務が、一日も早く通常の業務になることを望みます。
そろそろ２９年度予算の検討が始まりますが、来年度も非常勤職員の賃上げ分の予算確保、そして今回引上げがなかった非常勤職員（調査員＝特許庁独自の任用規定で運用）への賃上げと交通費支給検討すべきではないでしょうか？＊ちなみに東京の最低賃金は、時給９０７円、昨年、一昨年とも１９円アップしています。
***今春闘で東京国公は非常勤職員の労働条件改善に向けて、民間労働組合の協力も得て、人事院及び内閣官房・人事局交渉を持ちました。人事院交渉では、「三年雇い止めの人事院規則上の根拠はない。公募によって採用されたなら問題はない」との回答を昨年に引き続き得る事が出来ました。
　また人事局交渉では、非常勤労働者の業務実態調査検討を約束させました。同じ国公の職場で働く非常勤職員の労働条件改善に向けて大いに奮闘しましょう！そして今年の人事院勧告では必ず非常勤職員の労働条件改善の勧告を勝ち取りましょう！

